
宮崎市介護給付費等支給決定基準　新旧対照表

	改正後
	現　行

	Ⅰ～Ⅲ　（略）
Ⅳ．支給量

１．介護給付費

（１）居宅介護

（ア）身体介護

　　　　○ 基準最大支給量：区分1･2（1時間×19回／月）

　　　　　 　　　　　　　　区分3以上（1.5時間×19回／月）

　　　　● 加算後最大支給量：家事援助とあわせて124時間／月

　　　　◆ 加算要件：以下のいずれか2つに該当すること。

 ①～④（略）

■１回あたりの時間の目安

　  　　　　複数の支援が必要な場合は、組み合わせ等を考慮し、以下のそれぞれの基準時間を参考として積算する。
介護の種類

基準時間

備考

入　浴

1.0時間

全身清拭及びシャワー浴を含む。
食　事

0.25時間

起床(就寝)

0.5時間

起居動作、整容、排泄等の一連の行為を含む。

排泄介助

0.25時間

体位交換

0.25時間

　　　
２～５　（略）

Ⅴ．留意事項

　１．有効期間について　（省略）

　

２．標準利用期間を超える更新決定等の取扱について
（１）標準利用期間について

　　　　障がい福祉サービスのうち、自立訓練（機能訓練、生活訓練）、就労移行支援、就労定着支援、自立生活援助については、サービスの長期化を回避するため、標準利用期間を設定するとともに、当初支給決定期間は1年間までとしている。この1年間の利用期間では十分な成果が得られず、かつ、引き続きサービスを提供することによる改善効果が具体的に見込まれる場合には、標準利用期間の範囲内で、1年ごとに支給決定期間を更新することができる。
表（省略）
※ 自立訓練（機能訓練、生活訓練）及び就労移行支援については、標準利用期間中に何らかの理由で支給決定を取消した場合であって、その後、改めて同一サービスの利用希望があり支給決定を行う場合は未利用期間の範囲内で標準利用期間を設定する。
（２）標準利用期間の更新（延長）について
　　　① 標準利用期間の更新の取扱い
標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、障がい支援区分認定審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新をすることができる（原則1回。ただし、自立生活援助については、障がい支援区分認定審査会の個別審査等を経て、必要性が認められた場合は回数の制限無く更新をすることができる。）が、就労定着支援については３年間の標準利用期間を超えて更新することはできない。
② 提出書類（自立生活援助は（ア）のみ。）
　　　申請者は、原則として、サービス提供事業者が作成した下記書類を標準利用期間終了日の１ヶ月前までに提出する。ただし、自立生活援助の場合は、（ア）のみ提出する。
　　　（ア） 標準利用期間を超える支給決定に係る理由書　　　

　　　（イ） 個別支援計画案（更新した場合の計画）　

　　　（ウ） チェックリスト経過記録表

　　　③ 更新可否の判断内容（②提出書類で判断）
表（省略）
④ 理由書の記載にあたっての留意事項

（ア）現在までの支援内容・経過

更新を希望するサービスの利用までの支援内容及びその経過について、概要を具体的に記載すること。 
（イ）評価結果の概要

上記（ア）の支援経過を踏まえて残った課題（十分に成果が得られなかった点等）を具体的に記載すること。

（ウ）更新が必要となる理由

サービスを継続することが必要である固有の理由（引き続きサービスを提供することによる改善効果等）を具体的に記載すること。通所先が必要等といった日中活動サービス全般にかかる必要性は認められない。

（エ）更新後の支援スケジュール・見通し

更新後の具体的な支援スケジュール、その見通し（目標達成）について記載すること。就労移行支援は、具体的な就労までに至るスケジュールを、自立訓練（機能訓練、生活訓練）は訓練終了後の生活を見据えたスケジュールを記載すること。

３．自立訓練（機能訓練、生活訓練）及び就労移行支援の標準利用期間の再設定について

（１） 標準利用期間の再設定の対象

自立訓練（機能訓練、生活訓練）及び就労移行支援については、生涯一度だけの利用を原則とするものではなく、過去にサービスを利用した者であっても、以下のいずれかに該当する場合は標準利用期間の再設定を行うことができるものとする。

① 前回の支給決定の有効期間終了月から１年以上経過している場合。

② 前回の支給決定の有効期間終了以降、対象者の生活環境や障がい状況の変化等があり、再度の支給決定によってサービスの目的とする成果が十分に見込まれる場合。

（２） 標準利用期間を再設定する場合の期間

上記「（１） 標準利用期間の再設定の対象」に該当し、標準利用期間を再設定する場合の期間は、「２．標準利用期間を超える更新決定等の取扱について（１）標準利用期間について」の表の記載のとおりとする。

（３） 提出書類

申請者は、原則として、指定特定相談支援事業者が作成した「標準利用期間の再設定に係る理由書」を提出する。
４．暫定支給決定について　（略）
５．自立支援給付と介護保険給付との適用関係について
（１）介護保険優先の原則

介護保険の被保険者である65歳以上の障がい者が要介護状態又は要支援状態となった場合（40歳以上65歳未満の者の場合は、その要介護状態又は要支援状態の原因である身体上又は精神上の障がいが加齢に伴って生ずる心身上の変化に起因する特定疾病によって生じた場合）には、要介護認定等を受け、介護保険法の規定による保険給付を受けることができる。

その際、自立支援給付については、法第7条の他の法令による給付との調整規定に基づき、障がい福祉サービスに相当する介護保険サービスがある場合は、基本的には介護保険法の規定による保険給付が優先されることとなる。

しかしながら、障がい者が同様のサービスを希望する場合でも、必要な支援を受けることができるか否かを一概に判断することは困難であることから、一律に当該介護保険サービスを優先的に利用するものとはしないこととする。

また、介護保険の支給限度基準の制約から、介護保険のサービスのみによって必要と認められる支援が受けられない場合、若しくは介護保険法に基づく要介護認定等を受けた結果、非該当と判定された場合など、当該介護保険サービスを利用できない場合であって、申請に係る障がい福祉サービスにおける支援が必要と市が認める場合においても、障がい福祉サービスを支給することができるものとする。
（２）基本的な考え方
★ 併給する場合は、以下のいずれにも該当すること。なお、支給量については、従前の支給量を基本とし、ケアプラン及びサービス等利用計画案の内容を踏まえて決定する。
① 要介護3以上であること。

② 単身世帯又は同居家族が介護できない状況にあること。

③ 介護保険サービスを利用しても、なお生活に必要不可欠なサービスが不足していること。

（ア）～（ウ）　（略）

（３）（４）　（略）

（５）介護保険対象者の生活介護利用についての考え方

（ア）支給量及び継続利用について

① 利用可能な介護保険サービス事業所が身近にない、あっても定員に空きがない、本人の心身の状況により受け入れ可能な介護保険サービス事業所がない場合は、当該事情が解消するまでの間の利用になることから、介護保険の支給限度額から計画された通所回数を超えないよう支給決定の際に調整する。

② 65歳到達後も障がい福祉サービスの利用が認められた場合においても、引き続き利用可能な介護保険サービス事業所がないか検討し、見つかり次第介護保険サービスに移行することを原則とする。

更新時には継続して利用することが適当か否かについて、サービス等利用計画案等を勘案した上で判断することとする。

（イ）聴き取り内容について

（ウ）可否の判断基準

　　

（６）　（略）

６．サービスの適用順位について　（略）
７．サービスの併給について　（略）
８．二人介護の考え方について　（略）
９．支給の特例について　（略）
10．その他　（略）
　　附　則

この基準は、平成２０年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２３年１０月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２４年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２５年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２６年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２６年７月１日から施行する。

附　則

この基準は、平成２７年５月１日から施行する。

附　則

この基準は、平成２８年１月１日から施行する。

附　則

この基準は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則

この基準は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則

この基準は、令和３年４月１日から施行する。
附　則

この基準は、令和４年４月１４日から施行する。
附　則

この基準は、令和５年４月１日から施行する。

	Ⅰ～Ⅲ　（略）
Ⅳ．支給量

１．介護給付費

（１）居宅介護

（ア）身体介護

　　　　○ 基準最大支給量：区分1･2（1時間×19回／月）

　　　　　 　　　　　　　　区分3以上（1.5時間×19回／月）

　　　　● 加算後最大支給量：家事援助とあわせて124時間／月

　　　　◆ 加算要件：以下のいずれか2つに該当すること。

 ①～④（略）

■１回あたりの時間の目安

　  　　　　複数の支援が必要な場合は、組み合わせ等を考慮し、以下のそれぞれの基準時間を参考として積算する。
介護の種類

基準時間

備考

入　浴

1.0時間

※（注）
食　事

0.25時間

起床(就寝)

0.5時間

起居動作、整容、排泄等の一連の行為を含む。

排泄介助

0.25時間

体位交換

0.25時間

　　　※ 身体介護等に係る入浴介助の回数等について

① 入浴には、全身清拭及びシャワー浴を含む。

② 公的支援（訪問看護や労災保険によるものを含み、個人保険によるものや、短期入所での入浴は含まない。）による入浴介助は、他サービスと合わせて週4回までを目安とする。
③ 自宅での家族による介助や自己負担による介助は回数に算定しないこととする。

④ 重症心身障がい児・者については、週5回までの利用を目安とする。

⑤ 皮膚疾患や褥瘡等で、週5回以上の回数を要する場合は、医師の意見書又は診断書等の提出をもって必要性の確認のうえ、最大3ヶ月までの期間を目安として認めることとする。
２～５　（略）

Ⅴ．留意事項

　１．有効期間について　（省略）

　

２．標準利用期間を超える更新決定の取扱について
（１）標準利用期間について

　　　　障がい福祉サービスのうち、自立訓練（機能訓練、生活訓練）、就労移行支援、就労定着支援、自立生活援助については、サービスの長期化を回避するため、標準利用期間が設定されている。
なお、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、障がい支援区分認定審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、標準利用期間を超えて最大１年間の更新をすることが可能である（原則1回。ただし、自立生活援助については、障がい支援区分認定審査会の個別審査等を経て、必要性が認められた場合は回数の制限無く更新が可能。）が、就労定着支援については3年間の標準利用期間を超えて更新することはできない。
表（省略）

（２）徴収書類（自立生活援助は①のみ。）
標準利用期間終了日の１ヶ月前までに、サービス提供事業所から徴収する。ただし、自立生活援助の場合は、①のみ徴収する。
① 標準利用期間を超える更新申請に係る理由書

② 個別支援計画案（延長した場合の今後１年間の計画）
③ チェックリスト経過記録表
（３）更新可否の判断内容（徴収した書類で判断）

表（省略）

（４）意見書の記載にあたっての留意事項
（ア）現在までの支援内容・経過

期間延長を希望するサービスの利用までの支援内容及びその経過について、概要を具体的に記載すること。 
（イ）評価結果の概要

上記（ア）の支援経過を踏まえて残った課題（十分に成果が得られなかった点等）を具体的に記載すること。

（ウ）更新（延長）が必要となる理由

サービスを継続することが必要である固有の理由（引き続きサービスを提供することによる改善効果等）を具体的に記載すること。通所先が必要等といった日中活動サービス全般にかかる必要性は認められない。

（エ）更新後の支援スケジュール・見通し

更新後の具体的な支援スケジュール、その見通し（目標達成）について記載すること。就労移行支援は、具体的な就労までに至るスケジュールを、自立訓練は訓練終了後の生活を見据えたスケジュールを記載すること。
３．暫定支給について　（略）
４．自立支援給付と介護保険給付との適用関係について
（１）介護保険優先の原則

介護保険の被保険者である65歳以上の障がい者が要介護状態又は要支援状態となった場合（40歳以上65歳未満の者の場合は、その要介護状態又は要支援状態の原因である身体上又は精神上の障がいが加齢に伴って生ずる心身上の変化に起因する特定疾病によって生じた場合）には、要介護認定等を受け、介護保険法の規定による保険給付を受けることができる。

その際、自立支援給付については、法第7条の他の法令による給付との調整規定に基づき、障がい福祉サービスに相当する介護保険サービスがある場合は、基本的には介護保険法の規定による保険給付が優先されることとなる。

しかしながら、障がい者が同様のサービスを希望する場合でも、必要な支援を受けることができるか否かを一概に判断することは困難であることから、一律に当該介護保険サービスを優先的に利用するものとはしないこととする。

また、介護保険の支給限度基準の制約から、介護保険のサービスのみによって必要と認められる支援が受けられない場合、もしくは介護保険サービスに相当する障がい福祉サービスの利用を希望する場合においても、障がい福祉サービスを支給することができるものとする。

（２）具体的な運用
★ 併給する場合は、以下のいずれにも該当すること。

① 要介護3以上であること。

② 単身世帯又は同居家族が介護できない状況にあること。

③ 介護保険サービスを利用しても、なお生活に必要不可欠なサービスが不足していること。

★ 支給量については以下のとおりとする。

① 従前の支給量を基本とし、ケアプラン及びサービス等利用計画案の内容を踏まえて決定する。

② 原則として、家事援助及び通院等介助は支給しない。
（ア）～（ウ）　（略）

（３）（４）　（略）

（５）介護保険対象者の生活介護利用についての考え方

（ア）原則：65歳以上の障がい者については、生活介護の支給を行わない。

（イ）例外

① 介護保険法に基づく要介護認定を受けた結果、非該当と判断された場合など、介護保険サービスを利用できない場合。（ただし、障がい支援区分の更新時期等に合わせ、要介護認定の再申請が必要。）

② 利用可能な介護保険サービス事業所が身近にない、あっても定員に空きがない、本人の心身の状況により受け入れ可能な介護保険サービス事業所がない場合。（当該事情が解消するまでの間）
③ 上記 ① ② に当てはまらない者で、市による具体的な聴き取り等を行った結果、介護保険サービスでは本人に必要な支援が受けられないと判断された者。
（ウ）支給量及び継続利用について

① 上記 ② ③ の場合については、介護保険の支給限度額から計画された通所回数を超えないよう支給決定の際に調整する。

② 65歳到達後も障がい福祉サービスの利用が認められた場合においても、引き続き利用可能な介護保険サービス事業所がないか検討し、見つかり次第介護保険サービスに移行することを原則とする。

更新時には継続して利用することが適当か否かについて、サービス等利用計画案等を勘案した上で判断することとする。

（エ）聴き取り内容について

（オ）可否の判断基準

　　

（６）　（略）

　 　　
５．サービスの適用順位について　（略）
６．サービスの併給について　（略）
７．二人介護の考え方について　（略）
８．支給の特例について　（略）
９．その他　（略）
　　附　則

この基準は、平成２０年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２３年１０月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２４年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２５年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２６年４月１日から施行する。

　　附　則

この基準は、平成２６年７月１日から施行する。

附　則

この基準は、平成２７年５月１日から施行する。

附　則

この基準は、平成２８年１月１日から施行する。

附　則

この基準は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則

この基準は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則

この基準は、令和３年４月１日から施行する。
附　則

この基準は、令和４年４月１４日から施行する。
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